
(2)調査士協会と連絡を密にし、同会と共同で新規発注先の開拓を図る。

(4)今年度の目標を、下記①から⑥のとおりとする。

① 年間委託契約官公署数　

② 個別委託契約官公署数　

③ 発注官公署数

④ 登記受託予定件数

⑤ １件あたり事業収入予定額

⑥ 事業収入予定額

①

②

①

①

②

(3)各地区の業務担当している支部長との業務状況の情報を共有し、情報交換、意見交換を行い
協会の活性化につなげてゆく。

事　業　計　画　書

令和５年７月１日から令和６年６月３０日まで

1　業務受託計画

(１)現在すでに受託している福岡県県土整備部、福岡県農林水産部、福岡県企業局、福岡県農業
振興推進機構並びに各市町村においては、一層の事業拡大を図る。
また、契約をしてるにもかかわらず業務の発注がない官公庁にも積極的アプローチを行う。契約の
ない市町村においては、訪問を行い公嘱協会についての説明を行い理解を求める。
今後新たに災害等が発生した場合には、現地官公庁と連携を図り、いち早い復興にむけての協力
を行う。

(２)財務基盤の強化
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1,320 件

金25,000円

金33,000,000円

2　組織運営計画

(１)業務執行体制の充実

理事及び事務局職員の業務遂行能力の向上を図る。

各支部等の業務執行に際し、官公庁との連絡網の充実などの活性化を図る。

経費削減に努め、受託収入が急激に減少しても組織を維持できるよう、１年分の

管理費相当額（正味財産額）の１０００万円を維持すべく努力する。

(３)未加入会員の加入促進

新型コロナウィルス感染症が令和５年５月８日に５類感染症に位置付けられたことを受け、
令和５年度は、司法書士会等との共催による新人オリエンテーションを通じて、未加入会
員の加入促進を図る。

社員の高齢化等に伴い毎期ごとに数名の退会者があるが、本年度は５名程度の新入会
者を獲得すべく努力する。


